
さいたま市の訓練実施結果概要

訓練の
目的

さいたま市地域防災計画及び九都県市合同防災訓練実施大綱に基づく防災対策の習熟と、
災害発生時の迅速かつ適切な応急・復旧対策における技能を高め、防災関係及び九都県
市等との相互連絡強化を図る。
また、自助から始まる共助の重要性を訴え、災害から命を守るための判断・行動ができ
る力を身に付ける機会とし、共助による連携意識の醸成を図り、平時からの備えを学び、
地域防災力を強化することを目的とする。

日　　時 令和元年 9月 1日（日）9：30 ～ 12：00（防災フェアは 9：30 ～ 12：30）

会　　場 岩槻文化公園（さいたま市岩槻区大字村国 229 番地）ほか

規　　模 参加機関（団体）75 機関、 参加人員 5,935 名

想定地震

地震のタイプ：さいたま市直下地震
震 源：さいたま市
地震の規模：マグニチュード 7.3
最大震度：6強

訓練項目

1　主会場
⑴ 住民参加型訓練
⑵ 救出救護訓練
⑶ 道路交通対策訓練
⑷ 救援物資緊急輸送訓練
⑸ ヘリコプター着陸訓練
⑹ 災害救助犬活動訓練
⑺ 医療救護訓練
⑻ 水防訓練
⑼ 水難救助訓練
⑽ ライフライン応急復旧訓練
⑾ 消防用水利確保・建物火災消火訓練
⑿ 炊き出し訓練
⒀ 要配慮者避難誘導訓練
⒁ 避難所運営訓練
⒂ 情報伝達・収集訓練
⒃ 防災啓発ショー

2　他会場
⑴飛行場外離着陸場
　ヘリコプター傷病者搬送訓練
⑵災害時支援物資輸送拠点・広域拠点備蓄倉庫
　救援物資緊急輸送訓練
⑶さいたま市岩槻区役所
　災害ボランティアセンター設置・運営訓練
⑷市内各学校・市内事業所
　緊急地震速報を取り入れた自身の安全確保訓練（シェイクアウト訓練）

訓練の
特徴

1　�災害発生時の状況に合わせた避難行動を自ら考え、日頃の備えや行動計画を考える機
会となる訓練の実施。

2　�次世代の地域防災の担い手となる人材の育成の機会となる訓練の実施。



訓練の
特徴

3　�多世代間の協力連携や、要支援者と支援者とが避難行動・避難生活に係る必要な支援
等の課題を抽出し、実効性を検証する機会となる訓練の実施。

4　�要配慮者等、様々な方が避難者として発生することを啓発し、避難行動支援に係る地
域共助の力を向上させる訓練の実施。

5　�子供から大人まで、防災への関心を高めることを目的とした、防災体験、展示及び啓
発ショーの実施。

参加機関

【国の機関】
国土交通省関東地方整備局 防災室、国土交通省関東地方整備局 大宮国道事務所

【指定地方公共機関】
一般社団法人埼玉県トラック協会、一般社団法人埼玉県トラック協会（浦和支部、大
宮支部、岩槻支部）、一般社団法人埼玉県 LPガス協会 さいたま支部、一般社団法人
浦和医師会、一般社団法人大宮医師会、一般社団法人さいたま市与野医師会、一般社
団法人岩槻医師会、東彩ガス株式会社

【自衛隊】
陸上自衛隊第 1師団第 32 普通科連隊、陸上自衛隊陸上総隊中央特殊武器防護隊

【警察機関】
埼玉県警察本部、埼玉県岩槻警察署

【消防機関】
さいたま市消防局、さいたま市消防団

【指定公共機関】
日本赤十字社 埼玉県支部、埼玉安全赤十字奉仕団、東京ガス株式会社 埼玉支社、東
京電力パワーグリッド株式会社 埼玉総支社、日本通運株式会社 埼玉支店、東日本電
信電話株式会社 埼玉支店、KDDI 株式会社 北関東総支社、東京ガス株式会社北部導
管事業部埼玉導管ネットワークセンター、株式会社NTTドコモ 埼玉支店、佐川急
便株式会社 さいたま営業所、ソフトバンク株式会社

【協定締結機関】
さいたまアマチュア無線防災ネットワーク、CityFMさいたま株式会社、一般社団法人
ジャパンケネルクラブ、浦和第一警察犬訓練所 春日部校、社会福祉法人さいたま市社
会福祉協議会、生活協同組合コープみらい、一般社団法人さいたま市建設業協会、赤帽
首都圏軽自動車運送協同組合 埼玉配送センター、さいたま市管工事業協同組合、埼
玉県電気工事工業組合、損害保険ジャパン日本興亜株式会社、株式会社デザインアー
ク、株式会社ジェイコム埼玉・東日本、ヤフー株式会社、埼玉中央生コン協同組合

【市民参加組織等】
さいたま市自治会連合会、さいたま市自主防災組織連絡協議会、さいたま市障害者協
議会、さいたま市防災アドバイザー、目白大学、浦和大学、さいたま市立高等看護学院、
埼玉県立岩槻高等学校、さいたま市立川通中学校

【九都県市広域応援協定自治体】
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、相模原市

【協定締結自治体】
立川市、福島市、松戸市、那須塩原市

【その他参加・協力機関】
さいたま市立病院、株式会社理経、さいたま市防災協力同業組合、さいたま赤十字病
院、埼玉県防災航空隊、一般社団法人埼玉県助産師会さいたま市地区、公益社団法人
さいたま市防火安全協会、埼玉県レッカー事業協同組合、公益社団法人さいたま市公
園緑地協会、公益社団法人さいたま観光国際協会

協力機関


